別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名:岐阜県労働問題協議会開催費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画担当　
電話番号：058-272-1111（内3123）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：150千円（前年度予算額：150千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　労働者、使用者及び学識経験者により、
(1)賃金その他労働条件の改善に関すること
(2)労働者及び使用者に対する労働教育の普及徹底に関すること
(3)中小企業における労働者の福祉の向上及び労務管理の改善に関すること
(4)一般県民の労働問題に対する理解と認識を深めること
(5)その他労働施策に関し必要と認めること
等について、自由な話し合いを行うことによって労使相互の信頼を深め、労働者の地位の向上を図り、県内産業の振興に寄与するため平成43年から岐阜県労働問題協議会を開催している。
　○構成　学識経験者１人、労働者委員３人、使用者委員３人　計７人

　○開催計画　年２回
　

	２　所要経費


①報償費　 　　　　・委員謝金      147,000円
②役務費　　 　　　・会議用郵便代　  3,000円
    　合計　　　　　　　　　　　　　　 150,000円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　 
	２　これまでの取組状況


　労働雇用施策の諸課題について、有識者及び労使の代表者の意見・提言等をいただく場として、運営を図ってきている。
	３　これまでの取組に対する評価


　当協議会でいただいた意見・提言等を労働雇用施策・予算に反映し、本県施策のより一層の充実を図っている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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